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本研究では，東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会での交通マネジメント (以下，五輪施策)に
よる首都高速道路における交通需要変化について時間帯，料金距離別に分析を行った．まず ETCログデータよ
り算出した首都高における平均移動距離に対して，重回帰分析を用いて時間帯別の五輪施策の効果を明らかに
する．重回帰分析の結果，五輪施策により平均利用距離が全体的に伸びており，特に通勤時間帯と帰宅時間帯
のラッシュ時において大きく増加していることが明らかとなった．その原因として短距離利用の利用減少率が
長距離と比較し大きいこと，ラッシュ時においては長距離利用の減少率が比較的小さいことの二つと考察した．
そして，利用時間帯，利用距離別の需要の変化を把握するため料金弾性値を推計した．ラッシュ時において料
金弾性値が小さく早朝と深夜においては大きいことや，ラッシュ時において長い距離になるほど料金弾性値が
低いこと，ラッシュ時以外は料金距離との相関関係が小さいことが明らかとなった．

Key Words : 東京 2020オリンピック・パラリンピック，交通需要マネジメント，交通需要分析，料金弾
性値

1. はじめに

(1) 研究背景と目的
東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会で

は，大会関係者の円滑な輸送と交通混雑緩和を目的と
して首都圏を中心に大規模な交通マネジメント (五輪施
策)が実施された．具体的には，首都高の昼間利用料金
の 1000円上乗せ，利用抑制の呼びかけ，車線の規制な
ど 1の交通施策が行われた．五輪施策の効果について，
東京都 2 によると首都高の利用台数が令和元年の同時
期と比較し約 3割減少したことが分かっている．
過去の五輪においても，様々な交通マネジメントが

検討・実施されており，それらの効果について分析した
論文も数多く存在する．Parkes et al.(2016)3 では，ロ
ンドン五輪の期間前・期間中・期間後の人々の交通行動
変化をパネルデータより分析し，ロンドン五輪時にト
リップタイミングの変更など多くの交通行動変化があっ
たことを明らかにしている．Currie et al.(2014)4では，
五輪での交通需要マネジメントやメディアでの周知な
どの影響によって，10%～30%程度のトリップ数減少を
もたらしたことをレビューしている．その他，北京五輪
では 21%の交通量減少，シドニー五輪では 10%～20%

程度の交通量減少など過去の五輪でも交通需要マネジ

メントによって大きな交通行動変化があったことが報
告されている 5．
しかしこれらの既存研究では，一日単位の集計的な
指標での考察にとどまっており，時間的・空間的な交通
需要・交通行動の変化に関する詳細な分析はなされて
いない．特に利用時間帯や利用距離別の交通行動の把
握は，大規模イベントでの施策のみならず平時の交通
需要マネジメントにとっても重要である．
そこで本研究では，利用時間帯，利用距離別の交通
需要の変化について分析する．ETCログデータより算
出した首都高における平均移動距離に対して，重回帰
分析を用いて五輪期間中の時間帯別の変化を明らかに
する．そして利用時間帯，利用距離別の需要の変化を
把握するため料金弾性値を推計する．この指標は，需
要の変化の傾向を巨視的に把握する際に有用な指標で
ある．
本研究と同様，高速道路において，需要の料金弾性
値を推計した先行研究を表 1に示す．この中でも特に
城間・福田 (2020)6は，本検証と同じ首都高の料金弾性
値を算出しており，0.074から 0.342の値をとるが，概
ね 0.2から 0.3の範囲 (平均値:0.236)にあると説明して
いる．表 1から，料金弾性値の結果が大きく異なるこ
とから，料金弾性値は様々な要因が影響していること
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表–1 高速道路の料金弾性値に関する先行研究

先行研究 対象 期間 料金弾性値
石井・福田 (2011)7 30の高速道路 H2-H20 -(0.08+0.023*ETC)

城間・福田 (2020) 首都高 H27-H28 0.2～0.3

Metas et al. (2003)8 高速道路 (スペイン) S56-H10 0.21～0.83

注）”ETC”：ETC普及率 (%)

がわかる．しかしながらこれらの研究においても，時
間帯別や利用距離別の料金弾性値，すなわち交通需要
の変化については分析されていない．
本研究では重回帰分析，利用率変化，料金弾性値の

結果から，利用時間帯，利用距離ごとの五輪施策によ
る交通需要の変化を算出することを目的とする．

(2) 本稿の構成
本稿の構成は以下の通りである．まず，第 2章では五

輪施策の詳細について説明する．第 3章では，本研究
で使用するデータについて説明する．第 4章では，五
輪施策による交通需要の変化の全体的な傾向を重回帰
分析を用いて明らかにする．その結果を受け第 5章で
は利用率変化を算出する．第 6章では，利用料金の変
化と需要の変化との関係をより詳細に把握するため料
金弾性値を算出する．最後に第 7章で結論と今後の展
望を述べる．

2. 五輪施策の詳細

東京五輪において，当初はオリンピック競技大会で
大会関係者約 7万人，大会スタッフ約 16万人，パラリ
ンピック競技大会では大会関係者約 3万人，大会スタッ
フ約 11万人の輸送が必要とされていた．このため，大
会関係者の円滑な輸送と，物流など都市活動の安定と
の両立を図るために，関係機関が協力し五輪施策の実
施を行った．五輪施策は，道路交通では交通需要マネ
ジメント (TDM)，交通システムマネジメント (TSM)，
料金施策による交通需要調整の 3つが実施された．

(1) 交通需要マネジメント (TDM)

TDMとは， 自動車の効率的利用や公共交通への利
用転換など，交通行動の変更を促して，発生交通量の
抑制や集中の平準化など「交通需要の調整」を行うこ
とにより，道路交通混雑を緩和していく取組のことを
いう 9．「2020TDM推進プロジェクト」では，以下の取
組が行われた．

• TDM 推進に向けた企業向け説明会やセミナーの
実施

• ホームページによる大会輸送等に関する情報発信

• 東京 2020 大会に向けた取組みへの賛同者として
HPに協力者（団体）名・参加企業名を掲載

• 大会時の取組に向けた個別コンサルティングの実施
• TDM 推進に向けた大会関連情報に関するメール
マガジンの配信

• 大会輸送影響度マップや，大会時の遅延等を想定
した所要時間・経路探索システム等の提供

• 2020アクションプランの作成支援
• 団体・企業の取組（2020アクションプラン）のHP

の掲載
• 物流及び人流に係るご協力のお願い文書の発出
• リアルタイムの混雑状況及び翌日の混雑予報の発信
• ナビアプリ・地図サイト等でのサービス提供
• テレワーク・時差出勤の推奨

(2) 交通システムマネジメント (TSM)

TSMは，TDMにより交通量を減少させた後に，そ
れでも交通混雑が予想される道路に対して規制を実施
するものである 10．主に二つの規制が行われ，一つは
大会関係者に関連する車両が走行できるオリンピック
レーンが，高速道路及び大会会場付近の一般道路に設
置された．そして交通状況に応じて，高速道路の入口
閉鎖・ジャンクション及び料金所での車線規制が実施さ
れた．TSMは，オリンピック期間 4日前の令和 3年 7

月 19日 (月)から大会終了 1日後の 8月 9日 (月)とパ
ラリンピック期間と同時期である 8月 24日 (火)から 9

月 5日 (日)に行われた．大会期間中，少なくとも一回
車線規制が行われた料金所は 13か所で，22日のオリン
ピック期間で平均 18.2日閉鎖され，パラリンピック期
間では全日閉鎖された．ジャンクションでの車線規制
はオリンピック期間中 10か所で平均 3.4日，パラリン
ピック期間中 6か所で平均 2.3日実施された．入口 IC

はオリンピック期間中 52か所で平均 11.2か所で閉鎖
され，パラリンピック期間中は 36か所で平均 8.1日閉
鎖された．

(3) 料金施策による交通需要調整
料金施策は，交通需要の時間的集中の分散化を目的に
利用料金の変動を行い交通量を調整したもので，令和 3

年 7月 19日 (月)から 8月 9日 (月)と 8月 24日 (火)か
ら 9月 5日 (日)の期間に実施された．同期間の 6時か
ら 22時に入口 ICを通過した車両に対しては，ETC車
と現金車にかかわらず料金が 1000円上乗せされた．一
方で，0時から 4時に入口 ICを通過する車両に関して
は，ETCを搭載するすべての車両の料金が半額となっ
た (図 1)．
図 2に示すように，ETC車の場合は軽・二輪，普通
車のうち，自家用乗用車のみ．現金車の場合は，すべ
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図–1 時間ごとの料金

図–2 料金上乗せの対象車種

ての軽・二輪，普通車が料金施策の対象となった．物
流の重要性の観点から，中型車や大型車，特大車は料
金上乗せの対象外とされた．料金施策の対象エリアは，
ETC車の場合は首都高都内区間，現金車の場合は首都
高全線であった．

3. データ

(1) データの種類
本研究では，高速道路を利用する際に ETCシステム

の情報を利用して収集されるETCログデータを使用す
る．ETCログデータは令和 4年 11月時点で，高速道
路での利用率が 94.2%である 11．したがってETCログ
データは高速道路ネットワーク全体の交通状態を十分
に代表している．ETCログデータのデータ内容は，車
載器 ID，利用車種，入口日時，出口日時，入口 IC，出
口 IC，利用料金，割引区分である．

(2) 対象データ
令和 3年 7月 1日から 9月 30日の平日 (お盆期間の

8月 10日から 13日を除く)を対象期間とし，五輪施策
による効果を比較するため，6時から 22時を対象時間
帯とする．なおこの期間における平日 57日のうち五輪
施策が行われなかったのは 35日，五輪施策が行われた
のは 22日であった．図 3は，令和 3年 7月から 9月に
おける各利用車種ごとの首都高における利用台数の割
合である．本研究では図 2より料金上乗せの対象車種
であり，全体の過半数を占めている普通車のみを研究
対象とする．また料金施策が行われた，都内の首都高
の ODペアのみを対象とする．

(3) 料金距離
首都高では約 100mで料金が 10円が加算されること

を活かし，本研究では走行距離の代替指標として利用
料金を用いる．また料金施策や車種の違いを統一する

図–3 車種ごとの割合 (n=78,939,970台)

ため，令和 3年 7月 1日の 6時から 22時までの利用料
金に統一する (以下，料金距離)．例えば，羽田下から
空港西の ODペアでは，どの期間に，どの車種が利用
しても，料金距離は 1320円となる．

4. 重回帰分析

本章では，五輪施策による交通行動変化の全体的な
傾向を把握するため重回帰分析を実施する．

(1) モデル
被説明変数として用いる ptd(日付 d，時刻 tの料金距
離の平均値)は，以下の式 (1)で定義される．

ptd =

∑
i∈Ntd

pi

|Ntd|
(1)

ここで，tは時刻 (1時間ごとの 6時から 21時の 15

要素)，dは対象期間の日付，Ntdは日付 d，時刻 tにお
ける車両番号の集合である．また pi は車両番号 iの料
金距離である．五輪施策による全体的な利用距離の変
化を提案するため以下式 (2)のモデルを構築する．

ptd = α+ βDd
o +

∑
i∈H

(γiD
td
i + δiD

d
o ×Dtd

i ) (2)

ここで αは定数項，H は 7時から 21時までの 15要
素の集合，Dd

o，Dtd
i はそれぞれ五輪ダミー，時間帯ダ

ミーである．α，β，γi，δiは推定を行う未知のパラメー
タである．五輪ダミーとは五輪施策が実施された日に
1，実施されなかった日に 0をつけたダミー変数である．
時間帯ダミーとは午前 6時を基準にした 1時間ごとの
ダミー変数である．最後に Dd

o × Dtd
i は五輪ダミーと

時間帯ダミーの交互作用項であり，五輪施策による時
間帯ごとの料金距離の差を検証するための説明変数で
ある．
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表–2 AICによる検定
モデル AIC

五輪ダミーのみ 8592.909

五輪ダミー+時間帯ダミー 7174.354

五輪ダミー+時間帯ダミー 7131.394

+(五輪ダミー)*(時間帯ダミー) 式 (2)

(2) モデルの検定
本研究では AIC(赤池情報量規準)を用いてモデルの

検定を行う．表 2は式 (2)のモデル，五輪ダミーのみ
のモデル，五輪ダミー+時間帯ダミーのモデルの 3つ
についてのAICによる検定結果である．AICの値が小
さいほど良いモデルであり，表 2より，式 (2)のモデル
のAICが最も小さいことがわかる．よって本研究では，
式 (2)のモデルを用いて，料金施策に対する効果を検証
する．

(3) 重回帰分析の結果
表 3に重回帰分析の結果を示す．まず，決定係数が

0.846，自由度調整済み決定係数が 0.840となっており，
このモデルは料金距離の変動の 8割以上を説明できて
いることが分かる．
定数項の 900.90円という値は，料金施策が実施され

ていないときの 6時台の料金距離と解釈できる．時間
帯ダミーの係数が全て負の値であることから，6 時台
の料金距離が最も大きいことがわかる．また時間帯ダ
ミーの p値は全て桁落ちの 0.000であり，時間帯ダミー
の係数は信頼性が高いといえる．
次に五輪施策による料金距離の変化を五輪ダミー及

び交互作用項の係数により検証する．図 4は五輪ダミー
と各時間帯における交互作用項の和であり，五輪施策
による料金距離の増加分と解釈できる．図 4の全ての
値が正であることから，五輪施策により平均利用距離
が増加したといえる．特に 7時台と 8時台の朝の通勤
時間，17時台から 19時台の夕方から夜の帰宅時間帯
においては利用距離が特に増加していることが分かる．
またこの時間帯のみ，交互作用項の p値の値が小さく
信頼性が高い．
重回帰分析では，五輪施策により全体的に平均利用

距離が伸びること，特に通勤時間帯と帰宅時間帯にお
いて増加していることがわかった．原因としては主に，
(i)短距離利用が減少
(ii)長距離利用が増加
(iii)両方減少するが短距離の減少幅のほうが大きい
の三つが考えられる．しかし重回帰分析の結果からは
平均利用距離が伸びた原因を把握することができなかっ
た．次章では利用率変化を用いて，この原因を明らか

にする．

5. 五輪施策による利用率変化

(1) 利用率変化の算出方法
時間帯 t，料金距離 p の五輪施策による利用率変化

P pt を式 (3)を用いて算出する．

P pt =

∑
d∈O Nptd/|O|∑
d∈N Nptd/|N |

(3)

時間帯 tは 6:00から 21:59を 1時間ごとに分割した
もので，料金距離 pは 300円から 639円，640円から
979円，980円から 1319円，1320円以上の 4つに分割
した．Oは五輪施策実施時の日付の集合，N は通常時
の日付の集合であり，Nptdは料金距離 p，時間帯 t，日
付 dにおける走行台数である．また集合の要素数，す
なわちそれぞれの日数の |O|と |N |で割ることで五輪
施策により一日当たりの利用率変化 P pt を表すことが
できる．

(2) 利用率変化の結果
図 5は，時間帯，料金距離別の利用率変化の結果で
ある．図 5より，全ての時間帯で利用率が減少している
ことがわかる．その中でも全ての時間帯において，青
色で示した短距離利用の減少率が最も大きく，黄色と
赤で示した長距離利用の減少幅が最も小さい．つまり
(iii)のどちらも減少するが短距離利用の減少幅のほう
が大きい，が平均利用距離を伸ばした原因であったと
考えられる．一方で前述の朝と夕方において，長距離
利用の減少幅は他と比較し 10%ほど小さく，長距離利
用の割合が大きいため，特に平均利用距離が増加した
と考えられる．朝と夕方は一般道の交通量が多く渋滞
が発生するため，1000円多く支払ってでも時間を節約
したい利用者が多いため朝と夕方の長距離利用の減少
率が小さくなったと考えられる．

6. 料金弾性値

本章では料金弾性値を用いて利用料金の変化と需要
の変化との関係をより詳細に把握する．前章では，五輪
施策により短距離利用減少率が，中長距離利用の利用
減少率と比較し大きく，特にその傾向がラッシュ時にお
いて顕著であることが明らかとなった．これまでの検証
方法では全ての利用料金に対する 1000円の価値を同等
に扱っている．例えば，利用料金が 300円から 1300円
に上がる時の 1000円の価値と，1320円から 2320円に
上がるときの 1000円の価値を同等に扱っているが，こ
の二つにおける 1000円の価値は異なる可能性が高い．
料金弾性値は料金の変化率を考慮しているため，料
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表–3 重回帰分析の結果

変数 係数 標準誤差 t値 p値 変数 係数 標準誤差 t値 p値
定数項 900.90 2.01 449.20 0.000 五輪ダミー 17.72 3.23 5.49 0.000

7時ダミー -83.16 2.84 -29.32 0.000 (7時ダミー)*(五輪ダミー) 17.09 4.57 3.74 0.000

8時ダミー -109.89 2.84 -38.74 0.000 (8時ダミー)*(五輪ダミー) 14.57 4.57 3.19 0.001

9時ダミー -104.81 2.84 -36.95 0.000 (9時ダミー)*(五輪ダミー) 4.34 4.57 0.95 0.342

10時ダミー -99.84 2.84 -35.20 0.000 (10時ダミー)*(五輪ダミー) 4.37 4.57 0.96 0.339

11時ダミー -95.68 2.84 -33.73 0.000 (11時ダミー)*(五輪ダミー) 6.06 4.57 1.33 0.185

12時ダミー -101.59 2.84 -35.82 0.000 (12時ダミー)*(五輪ダミー) 4.64 4.57 1.02 0.310

13時ダミー -96.90 2.84 -34.16 0.000 (13時ダミー)*(五輪ダミー) 2.40 4.57 0.53 0.599

14時ダミー -88.27 2.84 -31.12 0.000 (14時ダミー)*(五輪ダミー) 0.22 4.57 0.05 0.962

15時ダミー -81.46 2.84 -28.72 0.000 (15時ダミー)*(五輪ダミー) 3.25 4.57 0.71 0.476

16時ダミー -78.17 2.84 -27.56 0.000 (16時ダミー)*(五輪ダミー) 7.34 4.57 1.61 0.108

17時ダミー -83.11 2.84 -29.30 0.000 (17時ダミー)*(五輪ダミー) 17.64 4.57 3.86 0.000

18時ダミー -97.89 2.84 -34.51 0.000 (18時ダミー)*(五輪ダミー) 23.18 4.57 5.08 0.000

19時ダミー -79.91 2.84 -28.18 0.000 (19時ダミー)*(五輪ダミー) 15.91 4.57 3.49 0.001

20時ダミー -72.02 2.84 -25.39 0.000 (20時ダミー)*(五輪ダミー) 8.61 4.57 1.89 0.060

21時ダミー -69.07 2.84 -24.35 0.000 (21時ダミー)*(五輪ダミー) 2.34 4.57 0.51 0.609

決定係数 0.846

自由度調整済み決定係数 0.840

サンプルサイズ 912

図–4 五輪施策による料金距離増加分

金ごとの 1000円の価値が異なり，需要変化の傾向を把
握する際に有用な指標であると考えられる．

(1) 料金弾性値の推定手法
計量経済的手法の料金弾性値 eは，需要量 Q，料金

pを用いて以下の式 (4)で定義される．

e =
∂Q/Q

∂p/p
(4)

図–5 時間帯と料金距離ごとの利用率変化

通行料金の変更前後の交通量の観測値が存在する場
合，式 (4)は以下の式 (5)で近似できる．ただし，∆Q

は交通量の変化，∆pは利用料金の変化である．

e ≈ ∆Q/Q

∆p/p
(5)

本研究では，五輪施策のない通常時の一日平均利用
台数をQ，料金距離を pとし，料金施策が行われている
際の一日平均利用台数を Q′，利用料金を p′ とすると，
式 (5)で定義される料金弾性値は以下の式 (6)で表すこ
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表–4 時間帯 tの分類
早朝 6:00-6:59

通勤 7:00-8:59

通常 9:00-16:59,20:00-20:59

帰宅 17:00-19:59

夜間 21:00-21:59

とができる．

e =

Q′−(Q+Q′)/2
(Q+Q′)/2

p′−(p+p′)/2
(p+p′)/2

(6)

式 (6)で表される料金弾性値は，計量経済学で広く
用いられている式 (4)の「点弾性値」ではなく，「弧弾
性値」と呼ばれるものである．弧弾性値を用いた料金
弾性値は，観測の前後のデータが存在するときは式 (6)

で容易に計算できるが，景気やガス価格などの長期間
の変化は考慮できない．なお交通量と高速道路料金以
外に，景気指標やガソリン価格等の影響も考慮するこ
とで，式 (4)の「点弾性値」を用いて長期間の料金弾性
値を算出した石井・福田 (2011)の研究も存在する．し
かし本研究では，短期間の分析であり，料金変化後の
Q′，p′ を入手することができるため式 (6)が適してい
ると考えられる．
加えて本研究では，式 (7)のように料金距離 p，時間

帯 tごとに料金弾性値を算出する．

ept =

Q′
pt−(Qpt+Q′

pt)/2

(Qpt+Q′
pt)/2

p′p−(p+p′p)/2

(p+p′p)/2

(7)

料金距離 pは下限の 300円から，一部区間を除く上
限の 1320円までを 10円単位で区切り，時間帯 tは表 3

の交互作用項の値を参考にして表 4のように 5つに分
類した．

(2) 料金弾性値の結果
図 6から図 10は横軸に料金距離，縦軸に料金弾性値

を設定した料金弾性値の結果である．またR2はそれぞ
れの回帰直線の決定係数で，eは各時間帯 tの料金弾性
値の平均値である．
図 6から図 10の料金弾性値の範囲は-0.16から 1.14

であり，城間・福田 (2020)と比較して幅が大きい．ま
た各時間帯の eに着目すると，城間・福田 (2020)の推
定結果である 0.2から 0.3という範囲を帰宅時間帯以外
で上回っており，特に早朝 (図 6)と夜間 (図 10)におい
ては大きく上回っていることがわかる．原因としては，
料金施策のほかにTDMとTSMの効果も含んでいるた
め，料金弾性値を過大推計していることが考えられる．
時間帯別に eの値を比較すると，ラッシュ時 (通勤・

帰宅)は比較的弾性値の値が小さい．前章の考察と同様，
一般道の交通状況による行動選択や，仕事関係のトリッ
プは料金に関係なく首都高を利用することなどが，原
因として考えられる．その一方で，早朝と夜間におい
ては eの値が大きい．この時間帯は料金上乗せが発生
する境界であり，利用者は時間を調整し料金が上乗せ
されない時間帯を選択したためであると考えられる．
回帰直線について，傾きは，ラッシュ時においては負
で，その他の時間帯においてほぼ 0であった．4章のよ
り，短距離の利用減少率が長距離と比較して大きかった
ため，すべての時間帯において短距離利用のほうが料
金弾性値の値が大きくなる右肩下がりの関係性を予想
した．しかし実際に回帰直線が右肩下がりとなったの
は，ラッシュ時のみであった．またラッシュ時以外では
決定係数の値が小さい，すなわちばらつきが大きいこ
とがわかる．これら回帰直線の結果から，(i)ラッシュ
時においては料金距離が大きくなるほど料金弾性値が
小さくなる，(ii)ラッシュ時以外においては，料金距離
ではなく出発地や到着地の特性が価格弾力性に影響を
与えている，という二つのことが得られた．

7. おわりに

本研究では平日の五輪施策による交通需要の変化を，
重回帰分析，利用率変化，料金弾性値を用いて，時間帯
や料金距離ごとに検証した．重回帰分析と利用率変化
の結果から，五輪施策により短距離利用が最も減少し
ていることと，ラッシュ時においては長距離利用の減
少率が他の時間帯と比べて小さいことが分かった．原
因として，一般道の交通量が多く渋滞が発生するであ
ろうラッシュ時には，1000円多く支払ってでも時間を
節約する利用者が多いため，長距離利用の減少率が小
さくなったと考えられる．また料金弾性値の結果から，
以下の三つのことが分かった．
(i)ラッシュ時においては平均的に料金弾性値が小さく，
特に長距離において小さい
(ii)料金上乗せが発生する前後の時間帯では料金弾性値
が大きい
(iii)ラッシュ時以外の料金弾性値は料金距離の影響が
少ない
(i)は重回帰分析と利用率変化のラッシュ時の考察と
同様の理由，(ii)は利用者が時間を調整し料金が上乗せ
されない時間帯を選択した，(iii)は料金距離でなく出
発地や到着地の特性が影響している，とそれぞれの原
因を考察した．
今後の展望としては，以下の二つが挙げられる．利用
目的が把握可能なパーソントリップ調査などアンケー
トデータと組み合わせることで，利用目的別の料金弾

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集

 6



図–6 料金弾性値 (6:00-6:59) 図–7 料金弾性値 (7:00-8:59)

図–8 料金弾性値 (9:00-16:59,20:00-20:59) 図–9 料金弾性値 (17:00-19:59)

図–10 料金弾性値 (21:00-21:59)

性値の推計など，さらなる詳細な分析を行う．また料金
弾性値では五輪施策を料金上乗せの効果のみと仮定し
算出を行っているが，呼びかけ等ほかの効果については
考慮していないため，今回の結果は料金弾性値を過大
推計している可能性がある．先行研究を参考に，TDM

や TSM，緊急事態宣言などのノイズを料金が上乗せさ
れていないトラックのデータを用いることで取り除き，
料金施策による料金弾性値の算出を行いたい．

謝辞： 本研究で使用したデータは東京都，東京 2020

大会データ提供事務局より提供いただきました．ここ
に記して感謝の意を表します．また，本研究は，JST

ACT-X JPMJAX21AE，国土交通省・道路政策の質の
向上に資する技術研究開発「公共交通ターミナル整備
の空間経済分析に関する研究開発」（代表：高山雄貴）
及び JST創発的研究支援事業 JPMJFR215Mの支援を
受けて行われました．
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